平成２２年６月２１日

　住まい・まちづくり担い手事業
平成22年度　支援対象団体評価結果
一般社団法人　住まい・まちづくり担い手支援機構
このたび、国土交通省が実施する「住まい・まちづくり担い手事業」の応募提案について、当法人に設置した「住まい・まちづくり担い手事業選定委員会」において、募集要項に記載されている独自性・先導性、実行確実性、継続性の視点から審査を行い、別紙１２０団体を支援対象に値するものとして評価しました。
記
１．公募内容

（１）事業名：住まい・まちづくり担い手事業

（２）事業内容：先導的な活動を行う団体に対し支援を行い、その成果等をご報告いただき、今後、世代を超えて地域の資産となる住まい・まちづくり活動の情報提供やビジネスモデルの構築の検討にあたり、ご報告いただいた成果等を活用させていただくもの
（３）公募期間：平成22年4月5日～5月10日

（４）選定委員：委員長　大村謙二郎（筑波大学 教授）

委　員　中川　雅之（日本大学 教授）

委　員　園田眞理子（明治大学 教授）

委　員　柳沢　厚　（慶応義塾大学 非常勤講師）

委　員　長崎　卓　（独立行政法人建築研究所 企画部長）
２．決定内容

（１）応募件数：２２０件　
（２）選定件数：１２０件　（部門別の内訳は参考1参照）
（３）選定団体：後掲の通り

（４）選定の視点：選定は以下の視点で行った。また、地域、活動の種類等のバランス等に配慮した。
①独自性・先導性

・着眼点、活動内容、研究方法、活動成果等に独自性があるか

・先導性があり、他への啓発・波及効果を期待できるか

②実行確実性

・住まいづくりやまちづくりに関する調査研究や事業の活動経験・実績があるか

・支援対象の活動の目的・目標、期間が妥当かつ明確なものであるか

・活動手法に具体性があり、実施体制・実施準備が整っているか

③継続性・発展性

・支援期間終了後も継続的、発展的な取組みが期待できるか

・地方公共団体や他団体等との連携など、活動の広がりが期待できるか

・昨年度以前に当事業により支援を受けている場合は、活動内容が、昨年度以前に比べ発展したものとなっているか

④活動費用の妥当性　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上

３．審査の総評
（１）すまい・一般部門

すまい・一般部門は、事業がはじまってから3年目を迎えるが、募集対象が幅広いこともあり、提案内容も既存住宅ストックの利活用や維持管理・流通システム、密集市街地の住環境整備や住宅地管理の仕組み、さらには新規住宅の供給システムや地域の高齢者等の見守り支援など多岐に亘っている。

また、活動対象も、特定の地域を対象とした実践的な活動と住まい・まちづくりに関連したビジネスモデルの提案があり、特に地域での実践的な活動提案が多く、約3/4を占めている。
こうした幅広い提案の傾向は過年度から継続しており、今回も地域や提案者からの幅広い提案を受け止める観点から、できるだけ特定の分野に偏ることがないように配慮した。
特定の地域を対象とした実践的な活動提案のうち、地域の住民や専門家、地域に継続的に関わって活動しているＮＰＯ法人などが主体となった活動提案で、地域に根ざした提案については、実行確実性や独自性の観点から優位に扱った。一方、これまで地域との係わりが殆どない団体の提案や単純な調査や特定の関係者のみの勉強会などに留まる場合は、相対的に評価が低いものに留まった。
ビジネスモデルの提案・構築に係る提案は、既存住宅の改修や維持管理・流通システム、住宅地の適正な管理システムに係る提案が多かったが、モデル的な試行や実証段階に至る提案、マニュアル作成の提案など、他への波及効果が見込まれるものは、先導性や発展性の観点から優位に扱った。一方、既に長期優良住宅先導事業などで採択されたものと同様の提案や既存制度・仕組みの理解・啓発のためのセミナーを目的としたものと考えられる提案は、相対的に評価が低いものに留まった。
なお、過年度に採択された団体については、基礎的な調査や提案・検討段階から提案内容の実証・検証段階など、内容が発展・充実しているものや新たな提案を加えているものは評価した。一方、過年度と殆ど変わらない提案については、先導性や発展性の観点から評価が低いものに留まった。
これらの結果、すまい・一般部門では56団体が支援の対象として適切なものと評価した。
（２）建築・まちなみ部門

建築・まちなみ部門の審査は、建築等を通じた良好な景観形成・まちづくり推進協議会の予備的な審査をもとに実施した。
提案者の主体を見ると、地元の住民が主体となったもの、さらに地域の専門家と連携したものが多くあり、これらのものは、今後地域の建築・まちなみ向上の推進母体として期待される組織からの提案として継続性等の点で優位に扱った。一方、提案者と活動の対象となる地域とのつながりについて明らかではないものについては、相対的に評価が低いものに留まった。
活動の内容については、建築資産の情報収集、景観等のルールづくり、地域資産の活用、デザイン調整の実践、建築協定の活性化等という多様な提案・段階のものが寄せられた。内容が建築資産の情報収集のような初期段階の取り組みのものでも、それぞれの組織の取り組み段階に応じた具体的な取り組みと考えられるものについては、実行確実性、継続性の観点から優位に扱った。また、すでにデザイン調整等を実践し、さらにレベルアップをしようとするような具体的な提案もあり高く評価した。一方、建築・まちなみに関連する活動であっても、イベントの実施が目的化してしまっているのではないかと考えられるもの、過去の年度と同様の活動内容で対象のみを変えるもの、特に昨年度採用された団体において提案の内容が昨年度とほとんど変わらないものなどについては相対的に評価が低いものに留まった。
これらの結果、建築・まちなみ部門では64団体が支援の対象として適切なものとして評価した。

（参考1）選定された提案の部門別の内訳
	部門
	活　動　分　野
	団体数

	すまい・

一般部門
	住宅の流通、維持・管理等のための活動
	３０

	
	住環境の再生・整備・保全等のための活動
	２０

	
	その他の住まい・まちづくり活動（建設・生産、生活支援等）
	６

	
	小　計
	５６

	建　築・

まちなみ

部　門
	建築デザイン、まちの景観の向上、建築資産の活用等に関する活動
	５９

	
	建築協定等が結ばれた地域等における住環境の整備・保全のための活動
	５

	
	小　計
	６４

	
	合　計
	１２０
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2-1 　社団法人　北海道建築士会桧山支部（檜山景観プラットフォーム） 北海道

2-2 　社団法人　青森県建築士会南黒支部　みらいのまちづくり委員会 青森県

2-3 　特定非営利活動法人　いわて景観まちづくりセンター 岩手県

2-4 　広瀬川まちづくり倶楽部 岩手県

2-5 　角館まちづくり研究所 秋田県

2-6 　金山町まちなみ研究会 山形県

2-7 　ＯＲＰ（大町通り活性化協議会） 福島県

2-8 　会津北方小田付郷町衆会 福島県

2-9 　特定非営利活動法人　チャチャチャ２１ 福島県

2-10 　特定非営利活動法人　街・建築・文化再生集団 群馬県

2-11 　越谷レイクタウンF地区（商業地域）まちづくり協議会準備会 埼玉県

2-12 　越谷市街づくり協調会 埼玉県

2-13 　佐原町屋研究会 千葉県

2-14 　行徳小普請組 千葉県

2-15 　幕張ベイタウン自治会連合会 千葉県

2-16 　バス通り商店街を考える会 東京都

2-17 　代官山ステキなまちづくり協議会 東京都

2-18 　深大寺通り街づくり協議会 東京都

2-19 　自由が丘街並み形成委員会 東京都

2-20 　目白まちづくり倶楽部 東京都

2-21 　北斎通りまちづくりの会 東京都

2-22 　小山田桜台まちづくり協議会 東京都

2-23 　特定非営利活動法人　黄金町エリアマネジメントセンター 神奈川県

2-24 　平塚コミュニティデザイン研究体 神奈川県

2-25 　銀座・竹の花周辺地区街づくり協議会 神奈川県

2-26 　石川町まちづくり委員会 神奈川県

2-27 　寿オルタナティブ・ネットワーク 神奈川県

2-28 　浦賀歴史研究所 神奈川県

2-29 　社団法人　神奈川県建築士会 神奈川県

2-30 　ひと・まち・鎌倉ネットワーク 神奈川県

2-31 　山手まちづくり推進会議 神奈川県

2-32 　さかえ住宅環境フォーラム 神奈川県

2-33 　特定非営利活動法人　横浜プランナーズネットワーク・横浜市建築協定連絡協議会 神奈川県

2-34 　えんま通り復興協議会 新潟県

2-35 　山梨県広告美術業協同組合 山梨県

2-36 　特定非営利活動法人　小諸町並み研究会 長野県

2-37 　一乗谷をよくする会 福井県

2-38 　特定非営利活動法人　まちづくりデザインサポート 福井県

2-39 　高山歴史研究会（歴史文化資源保存活用部会） 岐阜県

2-40 　社団法人　静岡県建築士会 静岡県及び神奈川県



別　紙
住まい・まちづくり担い手事業　　支援対象団体

（1）すまい・一般部門
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2-41 　特定非営利活動法人　伊勢志摩さいこう会 三重県

2-42 　西向日の桜並木と景観を保存する会 京都府

2-43 　特定非営利活動法人　HICALI 大阪府

2-44 　東横堀川水辺再生協議会 大阪府

2-45 　豊中駅前まちづくり推進協議会 大阪府

2-46 　大阪府建築協定連絡協議会 大阪府及び全国

2-47 　特定非営利活動法人　スローソサエティ協会 兵庫県

2-48 　北条まちづくり協議会 兵庫県

2-49 　ふるさと丹波市定住促進会議 兵庫県

2-50 　社団法人　兵庫県建築士会 兵庫県

2-51 　特定非営利活動法人　ひょうごヘリテージ機構ひめじ 兵庫県

2-52 　吉野山まちづくり協議会 奈良県

2-53 　特定非営利活動法人　八木まちづくりネットワーク 奈良県

2-54 　特定非営利活動法人　まつえ・まちづくり塾 島根県

2-55 　木綿街道商業振興会 島根県

2-56 　高梁の歴史的風致を考える会 岡山県

2-57 　特定非営利活動法人　倉敷町家トラスト 岡山県

2-58 　社団法人　徳島県建築士会　徳島支部 徳島県

2-59 　唐津街道姪浜まちづくり協議会 福岡県

2-60 　「青葉台ぼんえるふ」団地管理組合法人 福岡県

2-61 　雲仙古湯商店街周辺地区街づくり協定運営委員会 長崎県

2-62 　宇佐街なみ修景隊 大分県

2-63 　特定非営利活動法人　プロジェクト南からの潮流 鹿児島県

2-64 　特定非営利活動法人　日本都市計画家協会 全国
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1-1 北海道Ｒ住宅推進協議会 北海道

1-2 社団法人 北海道総合研究調査会 北海道

1-3 社団法人 宮城県建築士会 宮城県

1-4 特定非営利活動法人 まちづくり山形 山形県

1-5 かんのんまちづくりの会 群馬県

1-6 パークシティ鴻巣赤見台エステート団地管理組合計画修繕推進委員会 埼玉県

1-7 三和町を語り継ぐ会 埼玉県

1-8 西川口まちづくり合同会社 埼玉県

1-9 特定非営利活動法人 ちば地域再生リサーチ 千葉県

1-10 新井薬師前駅周辺まちづくりの会 東京都

1-11 落合第二地区事前復興まちづくりを考える会 東京都

1-12 特定非営利活動法人 ハートウォーミング・ハウス 東京都

1-13 一寺言問を防災のまちにする会（一言会） 東京都

1-14 まち・ひと・住まい方研究室（特定非営利活動法人 向島学会内） 東京都

1-15 すみだ燃えない・壊れないまちづくり会議　福祉・住宅連携支援チーム 東京都

1-16 東久保町夢まちづくり協議会 横浜市

1-17 特定非営利活動法人 横浜プランナーズネットワーク 神奈川県

1-18 邸園文化調査団 神奈川県

1-19 特定非営利活動法人 越後妻有里山協働機構 新潟県

1-20 特定非営利活動法人 山梨ガバメント協会 山梨県

1-21 やまなし二地域居住推進協議会 山梨県

1-22 有限責任事業組合 金澤町家 石川県

1-23 金沢大学 地域連携推進センター 石川県

1-24 特定非営利活動法人 美濃のすまいづくり 岐阜県

1-25 愛知県セルフガード協会 愛知県

1-26 湖北古民家再生ネットワーク 滋賀県

1-27 おうみはちまん 町家再生ネットワーク 滋賀県

1-28 財団法人 京都市景観・まちづくりセンター 京都府

1-29 特定非営利活動法人 古家改修ネットワーク 京都府

1-30 京町家承継促進研究会 京都市

1-31 関西木造住文化研究会 京都府

1-32 一般社団法人 ウトロ町づくり協議会 京都府

1-33 旧大阪瀬戸物通りとものづくりのすまいへ有効活用委員会 大阪府

1-34 空堀住環境魅力づくり事業化チーム（空堀HOPEゾーン協議会事業部会） 大阪府

1-35 （仮称）萩之茶屋まちづくり拡大会議 大阪府

1-36 社団法人 奈良まちづくりセンター 奈良県

1-37 特定非営利活動法人 今井まちなみ再生ネットワーク 奈良県

1-38 戎町新たなすまいかたを考える会 鳥取県

1-39 特定非営利活動法人 しまね住まいづくり研究会 島根県

1-40 淞北台団地まちづくり委員会 島根県



（2）建築・まちなみ部門
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1-41 東新会 広島県

1-42 特定非営利活動法人 尾道空き家再生プロジェクト 広島県

1-43 社団法人 佐賀県建築士会 佐賀のまちなか居住研究会 佐賀県

1-44 水の浦地区まちづくり協議会 長崎県

1-45 熊本まちなみトラスト 熊本県

1-46 特定非営利活動法人 熊本まちづくり 熊本県

1-47 特定非営利活動法人 国東半島くにみ粋群 大分県

1-48 特定非営利活動法人 コレクティブハウジング社 首都圏

1-49 特定非営利活動法人 消費者住宅フォーラム 首都圏

1-50 特定非営利法人 住宅・建築・都市政策支援集団 首都圏

1-51 財団法人大阪科学技術センター 住宅産業フォーラム21 近畿圏

1-52 日本型ＨＯＡ推進協議会 全国

1-53 団地マネジメント研究会 全国

1-54 特定非営利活動法人 建築技術支援協会 全国

1-55 一般社団法人 日本増改築産業協会 全国

1-56 特定非営利活動法人 全国コープ住宅推進協議会 全国




※本件に関するお問い合わせ先


住まい・まちづくり担い手支援機構（担当：吉野裕之、山田絵美）


TEL：03-3588-7799　E-mail：ninaite@info.email.ne.jp


http://www.s-m-ninaite-shien.jp/








